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居宅療養管理指導に係る研修会

福岡県医師会

常任理事 桑野 恭行



東京都医師会「かかりつけ医機能ハンドブック2009より」

・主治医意見書を書く。

・訪問看護指示書を書く。

・訪問リハビリテーション指示書を書く。

・居宅療養管理指導を行う。

・介護サービス事業者・自治体などへの診療情報
提供書を書く。

・介護認定審査会認定審査員



本日の説明内容



基本方針

居宅療養管理指導の基本方針は、要介護状態となった場合
においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その
有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、
医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士、などが、
通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問して、その心身
の状況、置かれている環境等を把握し、それらを踏まえて療養
上の管理及び指導を行うことにより、その者の療養生活の質の
向上を図るものです。



（１）居宅療養管理指導事業所の医師が、通院困難な
要支援・要介護状態の利用者の同意を得て居宅を
訪問し、計画的かつ継続的な医学的管理に基づく以
下の指導内容を行った場合、月２回を限度に算定で
きる。

≪指導内容≫

①居宅介護支援事業者に対する、居宅サービス計画作
成などに必要な情報提供

②利用者および家族に対する、居宅サービスを利用する
上での留意点、介護方法などについての指導・助言

居宅療養管理指導の概要



居宅介護支援事業所との連携の促進という観
点から、医師、歯科医師、薬剤師及び看護職
員が居宅療養管理指導を行った場合に、ケア
マネージャーへの情報提供が必須となってお
りますのでご留意ください。



東京都医師会「かかりつけ医機能ハンドブック2009より」

①介護サービス計画（ケアプラン）の策定などに必要な情報提供は、サービス
担当者会議への参加が基本である。（必ずしも、文書などを交付する必要
はない）。

②サービス担当者会議への参加が困難、または同会議が開催されない場合
は、下記の（２）を、文書など（Ｅメール、ＦＡＸ可）の交付により、居宅介護
支援事業者などへ情報提供をしていただきたい。

③サービス担当者会議などへ参加し情報提供を行った場合は、診療録など
に、要点を記載する。

④文書などの交付により情報提供を行った場合は、当該文書などの写しを診
療録などに添付し保存する。

（１）居宅介護支援事業者（介護支援専門員）などに対
する情報提供の方法



（２）情報提供すべき事項

①基本情報

（医療機関名、住所、連絡先、医師氏名、利用者の氏名、生年月日、

性別、住所、連絡先など）

②利用者の病状、経過など

③介護サービスを利用する上での留意点、介護方法など

④利用者の日常生活上の留意事項

※上記に係る情報提供については、医科診療報酬点数表における診療情
報提供料に定める様式を活用していただきたい。



（３）利用者・家族などに対する指導又は助言の方法

①介護サービスを利用する上での留意点、介護方法などに関する指導また
は助言は、文書などの交付により行うよう努める。

②口頭での指導または助言を行った場合は、要点を診療録などに記録する。

③文書の写しの交付により指導または助言を行った場合は、当該文書などの
写しを診療録に添付し保存する。



○療養計画に基づく、計画的な医学的管理

○医学的管理に基づく、疾病の治療に関する指導

投薬・検査 注射・処置 等

計画的な訪問診療

●居宅介護支援事業者に対する情報提供
（ケアマネージャー）

●介護サービス利用上の留意事項、介護方法等についての
指導・助言
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は、現行の診療報酬上の「在宅時医学総合管理料」の範囲

居宅療養管理指導の範囲



居宅療養管理指導の概要

（２）診療報酬の「在宅時医学総合管理料（以下、在医総管）」及
び「特定施設入居時医学総合管理料」を算定した利用者につい
ては居宅療養管理指導費（Ⅱ）を、それ以外については（Ⅰ）を、
それぞれ算定する。在医総管で月２回の訪問診療を行うと同時
に居宅療養管理指導を行うことで、月２回を限度に（Ⅱ）を算定
することができる。

（３）居宅療養管理指導費は、利用者の要介護度に関わらず一
律の報酬額である。なお、居宅療養者を対象としていることから、
少なくとも月１回以上の訪問診療、あるいは往診を行っているこ
とが算定の前提となる。



居宅療養管理指導の概要

（４）「介護給付費明細書」の記載については、給付費明細欄の回
数欄に算定の対象となる居宅訪問回数を、摘要欄に訪問日を記
載する必要がある。訪問日が複数の場合は「、」で区切り、単位を
省略することもできる。

例）６日と２０日に訪問した場合
回数欄には「２」、摘要欄には「６、２０日」
または「６、２０」と記載



（１）算定対象

算定の対象者は、通院が困難で在宅療養している要支援
者および要介護者である。

（２）算定要件

医師が居宅療養管理指導費を算定するためには、要支援・
要介護者の居宅に月１回以上、訪問診療あるいは往診を
行っている必要がある。



（３）算定方法
①医師の居宅療養管理指導費は、訪問回数に応じて
月２回を限度に算定できる。
②居宅療養管理指導費（Ⅰ）は在医総管を算定していない利用
者に対して、居宅療養管理指導費（Ⅱ）は在医総管を算定して
いる利用者に対して、居宅療養管理指導を行った場合に算定
する。

（４）利用者負担の徴収
利用料は通常の介護保険サービスと同様、必ず徴収する。なお、

徴収にあたっては、利用者へ事前に説明しておく必要がある。また、
交通費は利用者から実費で徴収できる。



（５）その他

①診療録（カルテ）の記載は、訪問診療などと別個に行う必要
はないが、居宅療養管理指導の部分については、下線や枠囲
みなどによって、他の記載と分ける必要がある。

また、備考欄には「保険者番号」「被保険者番号」「要介護 状
態区分」「要介護認定の有効期間」を記載する。
なお、以下の事項については記録を整備し、完結の日から２
年間保存しなければならないことになっている。

・サービス提供の記録
・利用者に関する区市町村への通知の記録
・苦情処理の記録
・事故発生時の対応の記録



②居宅療養管理指導費は、居宅サービスにおける「支給限度
額管理」の対象外であるため、算定に影響はない。仮に限度額
の上限まで居宅サービスを利用している場合であっても、算定
することができる。

③居宅療養管理指導費には、地域差は設定されない。したがっ
て、１単位１０円で換算した金額を請求することになる。

④複数の医療機関の医師が一人の利用者に対して算定できな
い。

※主治の医師又は歯科医師がやむを得ない事情により訪問できない場合に
ついては、同一医療機関の医師・歯科医師が代わりに訪問して指導した場
合は認められるが、複数の医療機関の医師・歯科医師による算定は認めら
れていない。



①訪問人数等に応じた評価の見直し

②看護職員による居宅療養管理指導の廃止

③離島や中山間地域等の要支援・要介護者に対する
居宅療養管理指導の提供

改定事項



①訪問人数等に応じた評価の見直し

○ 現在、同一日に同じ建物に居住する者（同一建物居住者）に対し指導・助言等を行った場合は減額した評価を行
っているが、平成28 年度診療報酬改定において、訪問した建物内において、当該訪問月に診療した人数（単一建
物居住者の人数）によって、メリハリのある評価とする等の見直しが行われた。

○ これを踏まえ、医療保険と介護保険との整合性の観点から、単一建物に居住する人数に応じて、以下のように評
価することとするとともに、診療報酬改定における対応を鑑みながら、必要な見直しを行う。
・ 単一建物居住者が１人
・ 単一建物居住者が２～９人
・ 単一建物居住者が10 人以上

概要

○医師が行う場合
（１）居宅療養管理指導費（Ⅰ）

＜現行＞ ＜改定後＞
・同一建物居住者以外 503単位 → ・単一建物居住者が１人 507単位
・同一建物居住者 452単位 ・単一建物居住者が２～９人 483単位

・単一建物居住者が10人以上 442単位
※ 歯科医師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士等の居宅療養管理指導についても同様の評価を行う。
※ 詳細は次ページ参照

単位数

○ 同一建物居住者と単一建物居住者の定義の違いは以下のとおり。
＜同一建物居住者＞

当該利用者と同一建物に居住する他の利用者に対して指定居宅療養管理指導事業所の医師等が同一日に訪問診療
、往診又は指定居宅療養管理指導を行う場合の当該利用者

＜単一建物居住者＞
当該利用者が居住する建築物に居住する者のうち、当該指定居宅療養管理指導事業所の医師等が、同一月に訪問

診療、往診又は指定居宅療養管理指導を行う場合の当該利用者

算定要件等

※介護予防居宅療養管理指導を含む



居宅療養管理指導 基本報酬

○医師が行う場合
（１）居宅療養管理指導費（Ⅰ） ＜現行＞ ＜改定後＞

（Ⅱ以外の場合に算定）
同一建物居住者以外 503単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 507単位
同一建物居住者 452単位 単一建物居住者が２～９人 483単位

単一建物居住者が10人以上 442単位
（２）居宅療養管理指導費（Ⅱ）

（在宅時医学総合管理料等を算定する利用者を対象とする場合に算定）
同一建物居住者以外 292単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 294単位
同一建物居住者 262単位 単一建物居住者が２～９人 284単位

単一建物居住者が10人以上 260単位

○歯科医師が行う場合 ＜現行＞ ＜改定後＞
同一建物居住者以外 503単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 507単位
同一建物居住者 452単位 単一建物居住者が２～９人 483単位

単一建物居住者が10人以上 442単位

○薬剤師が行う場合
（１）病院又は診療所の薬剤師 ＜現行＞ ＜改定後＞

同一建物居住者以外 553単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 558単位
同一建物居住者 387単位 単一建物居住者が２～９人 414単位

単一建物居住者が10人以上 378単位
（２）薬局の薬剤師

同一建物居住者以外 503単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 507単位
同一建物居住者 352単位 単一建物居住者が２～９人 376単位

単一建物居住者が10人以上 344単位

○管理栄養士が行う場合 ＜現行＞ ＜改定後＞
同一建物居住者以外 533単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 537単位
同一建物居住者 452単位 単一建物居住者が２～９人 483単位

単一建物居住者が10人以上 442単位

○歯科衛生士等が行う場合 ＜現行＞ ＜改定後＞
同一建物居住者以外 352単位 ⇒ 単一建物居住者が１人 355単位
同一建物居住者 302単位 単一建物居住者が２～９人 323単位

単一建物居住者が10人以上 295単位

○看護職員が行う場合 ＜現行＞ ＜改定後＞
同一建物居住者以外 402単位 ⇒ なし（廃止）
同一建物居住者 362単位

単位数 ※以下の単位数はすべて１回あたり



②看護職員による居宅療養管理指導の廃止

○ 看護職員による居宅療養管理指導については、その算定実績を踏まえ、６か月の経過措置期間を設けた上で廃止
する。

概要

○看護職員が行う場合
＜現行＞ ＜改定後＞
同一建物居住者以外 402単位 ⇒ なし（廃止）
同一建物居住者 362単位

単位数

※介護予防居宅療養管理指導を含む



③離島や中山間地域等の要支援・要介護者に対する居宅療養管理指導の提供

○ 離島や中山間地域等の要支援・要介護者に対する訪問介護等の提供を促進する観点から、他の訪問系サービスと
同様に、居宅療養管理指導においても、「特別地域加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」及び「中
山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」を新たに創設することとする。

○ また、現行において居宅療養管理指導については、通常の事業の実施地域を定めることが求められていないが、
「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」を創設するにあたり、他の訪問系サービスと同様に、通常の
事業の実施地域を運営基準に基づく運営規程に定めることを求めることとする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ ①特別地域加算 所定単位数の100分の15（新設）

②中山間地域等における小規模事業所加算 所定単位数の100分の10（新設）
③中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 所定単位数の100分の５（新設）

単位数

○特別地域加算：離島振興法、山村振興法等の指定地域等の特別地域（※１）に所在する事業所が居宅サービスを行
うことを評価するもの

※１：離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、山村振興法、小笠原諸島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置法等に定める地域

○中山間地域等における小規模事業所加算：特別地域の対象地域を除く豪雪地帯、過疎地域等の中山間地域等（※２
）における小規模事業所（※３）が居宅サービスを行うことを評価するもの

※２：特別地域加算対象地域以外の地域で、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
、

半島振興法、特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律、過疎地域自立促進特別措置法に定める地域
※３：１月当たり延訪問回数が50回以下の指定居宅療養管理指導事業所、５回以下の指定介護予防居宅療養管理指導事業所

○中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算：特別地域、中山間地域等（※４）に居住している利用者に対し
、通常の事業の実施地域を越えて居宅サービスを行うことを評価するもの

※４：特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算の対象地域

算定要件等

※介護予防居宅療養管理指導を含む

【共通】③看護小規模多機能、居宅療養管理指導 再掲【共通】①②訪問リハ、居宅療養管理指導



病院等については、健康保険法第６３条第３項第１号の規定によ
る指定を受けた保険医療機関又は保険薬局は、介護保険法第７
１条（指定居宅サービス事業者の特例「みなし指定」）により、介護
保険法第４１条第１項本文中（居宅介護サービス費の支給）の指
定があったものとみなされます。

介護保険法による指定訪問看護ステーションの場合は、（介護
予防）居宅療養管理指導を行う場合、指定申請が必要です。

病院等がみなし指定を希望しない場合は、保険医療機関等の指
定を受ける際に、県庁介護保険課に「指定を不要とする旨の申出
書」を提出します。



契約書

個人情報利用同意書 重要事項説明書



契約書様式（例）







同意書様式（例）



居宅療養管理指導

居宅療養管理指導を行う医療機関は、指定居宅サービス事業者とし

てみなされ、運営規程などを作成して掲示するとともに、利用者などに

対して、文書による説明を行い、同意を得ることが必要となる。

福岡県医師会では、 「居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理

指導 重要事項説明書（例）」を作成しておりますので、ご活用ください。

（添付資料）



重要事項説明書様式（例）







契約書等の関係資料は、
福岡県医師会ホームページからダウンロード出来ます。

福岡県医師会ホームページへアクセスして下さい。
（https://www.fukuoka.med.or.jp/）

「医療保険・介護保険」をクリックして下さい。

「■介護保険」内の「居宅療養管理指導費に係る関係

書類等」PDFをダウンロードして下さい。

https://www.fukuoka.med.or.jp/

